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別紙１ 

石巻南浜津波復興祈念公園の維持管理運営に関する業務仕様書 

 

第１章 総則 

 

（目的） 

第１ 本仕様書は、県立都市公園石巻南浜津波復興祈念公園（以下「公園」という。）の維持管理

運営について、指定管理者が行う業務の内容及びその管理基準を定めるものである。 

 

 （適用） 

第２ 本仕様書は、指定管理者が行う公園の維持管理運営業務並びに県立都市公園条例（昭和３４

年宮城県条例第２１号。以下「公園条例」という。）第４条第１項及び第３項の許可（以下「行

為の許可」という。）及び利用料金の徴収事務並びに利用料金の徴収事務に関する業務（以下  

単に「業務」という。）について適用する。 

 

（施設の目的及び管理運営の基本方針） 

第３ 施設の目的 

本公園は、国、県、市が連携し整備した約３８．８ｈａの県立及び市立公園であり、併せて県

立公園の中心部に、国営追悼・祈念施設である「みやぎ東日本大震災津波伝承館（以下「伝承館」

という。）」を整備し、東日本大震災による犠牲者への追悼と鎮魂や、震災の記憶と教訓の後世へ

の伝承とともに、国内外に向けた復興に対する強い意思を発信するものである。 

（１）基本理念 

    東日本大震災により犠牲となったすべての生命（いのち）への追悼と鎮魂の思いと 

ともに、 

○ まちと震災の記憶をつたえ 

○ 生命（いのち）のいとなみの杜をつくり 

○ 人の絆（きずな）をつむぐ 

（２）基本方針 

○ 犠牲者への追悼と鎮魂の場を構築する 

宮城県や被災地全体の追悼と鎮魂の中核的な場所として、祈りの空間を整備する。 

○ 被災の実情と教訓を後世に伝承する 

この地のこれまでの歴史と震災後の環境変化、被害を実感し、教訓を伝承する場を整

備する。 

○ 復興の象徴の場としてメッセージを国内外に発信する 

美しい杜への再生により、震災からよみがえる被災地の姿と重ねあわせた復興の象徴

空間を整備する。 

○ 多様な主体の参画・協働の場を構築する 

人と人とのつながりの再生が、真の復興につながるため、多様な主体が参画・協働で

きる場を構築する。 

○ 来訪者の安全を確保する 

適切な避難が円滑にできるよう、避難場所となる丘や周辺の高台への避難経路などを

整備する。 

※ 石巻市南浜地区復興祈念公園（仮称）基本計画（平成２７年８月）抜粋 

 （http://www.thr.mlit.go.jp/bumon/b06111/kenseibup/memorial_park/miyagi/index.html） 
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２ 施設管理運営の基本方針 

  （１）施設の目的に沿って、安定した管理運営に努める。 

 （２）施設の効用を最大限に発揮し、管理の質や利用者に対する平等利用の確保、サービスの 

向上、利用促進につながるような管理運営に努める。 

 （３）費用対効果の高い効率的かつ効果的な管理運営を行い、経費の節減に努める。 

 （４）個人情報の取扱いについて、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）

等に基づき、適正な管理を行う。 

 （５）利用者等の意見・要望を把握し、管理運営に反映させるとともに、市民参加やボランテ 

ィアとの連携等を促進し、親しみやすく開かれた公園づくりを推進する。 

（６）上記基本方針の他に、管理運営の基となる「石巻南浜津波復興祈念公園管理運営計画」

に基づき、適切な管理運営に努める。（令和７年度中に策定予定） 

   なお、計画概要については、参考資料「石巻南浜津波復興祈念公園管理運営計画（案）」

を参照すること。 

 

 （業務の履行） 

第４ 指定管理者は、本仕様書及び関係法令等の規定に従い、業務を遂行するものとする。 

２ 指定管理者は、本公園の管理運営に関する基本協定書及び本仕様書に定めのない事項であって

も、業務遂行上必要と認められる事項については、指定管理料の範囲内において実施するものと

する。 

 

 （指示の履行） 

第５ 指定管理者は、宮城県（宮城県東部土木事務所（以下「東部土木事務所」という。）を含む。

以下同じ。）の指示に従い、相互に協調して業務を円滑に執行しなければならない。 

２ 指定管理者は、業務に必要な範囲内において、関係機関等と連絡調整を行うものとする。 

 

 （管理日誌） 

第６ 指定管理者は、指定期間中における業務の実施結果等について、管理日誌を作成しなければ

ならない。 

２ 前項の管理日誌は、宮城県から提出を求められた場合には、速やかにその写しを提出しなけれ

ばならない。 

 

 （業務報告等） 

第７ 指定管理者は、次の表に掲げるところにより、業務の実施状況等を宮城県に報告すること。 

区    分 報告の頻度 報 告 期 限 

業務の実施状況 毎月 翌月１０日 

契約・支出の状況（明細を含む。） 四半期ごと 各四半期終了後１月以内 

利用者アンケート結果、対応策及び対応実績の 

とりまとめ 

四半期ごと 各四半期終了後１月以内 

県立都市公園台帳更新（宮城県実施分を含む。） 年１回 事業年度内 

２ 前項の表中、業務の実施状況について記載する事項は次のとおりとする。 

（１） 入園者数 

（２） 維持管理運営業務の実施状況、作業内容及び数量 

（３） 行為の許可に係る申請件数及び許可件数並びに不許可件数及びその理由 

（４） 利用料金の額、徴収件数及びその内訳並びに利用料金の返還・減免件数及びその理由 
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（５） 従事者の勤務状況 

（６） 公園施設の修繕箇所、内容及び修繕額 

（７） 石巻南浜津波復興祈念公園参加型運営協議会（以下「参加型運営協議会」という。）   

ほか、石巻南浜津波復興祈念公園で活動する団体の活動実績 

（８）その他特記すべき事項 

３ 第１項の表中、県立都市公園台帳更新（宮城県実施分を含む。）については、次の内容を宮城

県及び指定管理者用として３部作成・提出すること。 

なお、都市公園施設台帳の更新作業については、別記１「県立都市公園台帳の更新について」

を参照すること。 

（１） 修繕・改築工事及び新築工事（指定管理者及び県実施分を含む）に関すること 

（２） 占用許可に関すること 

（３） 行為許可に関すること 

 

 

第２章 従事者 

 

 （従事者の配置等） 

第８ 指定管理者は、業務の実施に必要な人材（以下「従事者」という。）を適時適切に配置する

こと。 

２ 指定管理者は従事者に対し、業務遂行のための継続的な技術の維持・向上のため、自己の費用

により、教育を徹底して行うものとする。 

３ 指定管理者は、統一した名札等により、従事者であることを明らかにしなければならない。 

４ 指定管理者は、利用者への窓口又は電話による利用案内等に対応するため、公園管理事務所に

最低１人を常駐させることを原則とする。 

５ ４で指定した業務に加え、参加型運営協議会及び構成団体への対応及び公園に関する広報及び

市民協働関連の企画・調整を行う者を最低１人配置すること。 

 

 （服務） 

第９ 従事者は、公の施設の業務に従事するものであることを自覚し、利用者への対応、作業の態

度等については十分に注意を払わなければならない。 

２ 従事者又は従事者であった者は、業務上知りえたことを他に漏らし、又は他の目的に使用して

はならない。 

 

第３章 公園の開園時間及び休園日等 

 

 （公園の開園時間及び休園日） 

第１０ 公園の開園時間及び休園日は、別紙３「条例で定める休園日及び開園時間等一覧表」のと

おりであるが、指定管理者が必要と認めるときは、宮城県東部土木事務所長の承認を得て、これ

を変更できるものとする。 

 

 （公園内駐車場の利用可能時間） 

第１１ 指定管理者は、公園利用者の利便性向上及びサービス向上のため、公園内駐車場を４月か

ら９月までは午前９時から午後６時まで、１０月から３月までは午前９時から午後５時まで利用

可能とするものとする。 
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第４章 施設管理 

 

 （施設管理） 

第１２ 指定管理者は、園内の公園施設（都市公園法（昭和３１年法律第７９号）第５条第１項の

許可に係る公園施設を除く。以下「対象施設」という。）を適正かつ良好な状態で管理しなけれ

ばならない。 

なお、管理の基準は別記２及び別図１のとおりとする。 

２ 指定管理者は、対象施設等の維持管理のため、予防保全、事後保全及び臨時保全を行うこと。 

（１）予防保全 

    定期的に巡回点検、手入れなどを行い、安全性、快適性及び機能性を確認するとともに、

劣化損傷を未然に防止する。 

（２）事後保全 

    劣化損傷に対して取替、補修を行い、安全性、機能性及び美観を回復する。 

 （３）臨時保全 

    事故・自然災害等の緊急時に、安全性を確認し、損傷している場合は安全性を回復する。 

 

 （予防保全） 

第１３ 指定管理者は、対象施設の巡回点検を１日につき２回以上実施するものとする。 

２ 指定管理者は、前項の点検により対象施設の異常を発見したときは、速やかに使用停止又は応

急措置を行うとともに、軽微なものを除き、東部土木事務所に報告するものとする。 

３ 指定管理者は、軽易な補修を行うために必要な器具、機材類を指定管理料の範囲内で備えてお

くよう努めるものとする。 

４ 指定管理者は、第１項の点検の結果、第２項に基づき自らが修繕できない異常のある施設につ

いては、その概算修繕費も含め、６月末までに東部土木事務所へ報告する。 

 

 （事後保全） 

第１４ 指定管理者は、事後保全にかかる設備補修として、必要に応じ、指定管理料の範囲内で修

繕工事等を実施すること。 

２ 指定管理者は、利用者による対象施設の破損、盗難等の事件を発見したときは、速やかに所轄

の警察署に通報するとともに、宮城県に報告するものとする。 

  

（臨時保全） 

第１５ 指定管理者は、自然災害等により、施設に危険、異常箇所が生じた場合又はそのおそれが

ある場合、安全性を確保するため、必要に応じて臨時的に保全作業等を実施すること。また、公

園施設に起因する事故が発生した場合又は他公園などにおいて類似施設による事故があった場

合も同様とする。 

 

 （法定点検等） 

第１６ 指定管理者は、法令により点検等が義務付けられている施設又は安全上若しくは保安上点

検が特に必要と認められる施設について点検等の措置を行うこと。この場合において、当該点検

項目及び内容等は、それぞれの法令の定めるところによる。 

 

 （光熱水費の支払及び徴収） 

第１７ 指定管理者は、公園の光熱水費等の支払を行うこと。 
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２ 指定管理者は、公園内に都市公園法第５条に基づき設置している又は今後設置する売店等 

に係る光熱水費等を、設置者から直接徴収すること。 

 

 

第５章 緑地管理 

 

 （基本事項） 

第１８ 指定管理者は、園内の植物の生理・生態的特長を十分に理解し、健全な育成を図り、植物

空間を充実、完成させることを目的とし、最も適切な時期及び方法を選択し、芝生、樹木等の管

理を行うものとする。 

なお、緑地管理の基準は、別記２及び別図 1のとおりとする。 

２ 指定管理者は、作業に当たっては、利用者の安全確保に十分留意するものとする。 

 （環境配慮） 

第１９ 指定管理者は、園内から発生する植物廃材について、焼却処分を極力抑えることとし、リ

サイクルの促進に努めること。 

 

 （病害虫への対応） 

第２０ 指定管理者は、緑地管理業務の実施に際し、病害虫の早期発見に努めるものとし、発見し

た場合は、人手による害虫の補殺等により迅速かつ適切に処理し、極力薬剤の使用をしないよう

に努めること。 

２ 指定管理者は、病害虫の処理に当たり、薬剤を使用しなければならない場合は、事前にその旨

を東部土木事務所に報告するとともに、「公園・街路樹等病害虫・雑草管理マニュアル

（https://www.env.go.jp/water/dojo/noyaku/hisan_risk/manual1_kanri.html）」、農薬取締法

等関係法令及びメーカーが定める使用安全基準・使用方法等を遵守すること。 

 

  （間伐作業） 

第２１ 間伐作業に当たっては、本公園の植栽計画を熟知し、樹木の生育に応じた適切な作業判断

の知識を有する者（以下「杜づくり指導者」という。）から対象木の選定等の指導を受けること。 

２ 杜づくり指導者は、国、県、市が了承した者を認定することとし、認定に関する諸手続きは、

指定管理者が行うものとする。 

３ 杜づくり指導者の実務日数については、年間２１日程度を予定しているが、毎年度当初に国、

県、市と協議の上で決定することとし、実務に対する対価は、指定管理者から支弁すること。  

 

 

第６章 清掃 

 

 （基本事項） 

第２２ 指定管理者は、公園施設の美観保持及び快適な環境の保全のため、次に掲げる事項に配慮

し、別記２及び別図１に準拠して定期的に清掃を実施するほか、随時必要な措置を行うものとす

る。 

（１）利用者の妨げとならないよう作業を実施すること。 

（２）廃棄物及び回収物等は、速やかに、かつ、適正に搬出又は処理すること。 

 

第７章 行為の許可 
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（県立都市公園区域の行為の許可） 

第２３ 指定管理者は、行為の許可業務を行うこと。 

２ 指定管理者は、行為の許可に当たっては、県民の平等利用に努めなければならない。 

３ 指定管理者は、すべての利用者（参加型運営協議会の構成団体を含む。）が公園条例第４条第

１項の行為の制限を受ける場合には、別紙５「宮城県土木部県立都市公園行為の許可基準（平成

２１年３月１８日施行）」及び関係法令等に基づき、適切に手続きを行うこと。 

４ 本公園における管理運営の基本方針で「多様な主体の参画・協働の場を構築する」としてい

ることから、多様な主体が参画・協働できる場を構築するために、指定管理者は、公園条例第

１２条の２第６項に基づき、行為の許可に係る利用料金の減免規定を設定しなければならない。 

 

（県立都市公園区域の利用料金） 

第２４ 指定管理者は、行為の許可を受けた者から利用料金を徴収すること。 

２ 指定管理者は、行為の許可を受けた者から利用料金を徴収しようとするときは、公園条例で規

定された利用料金の額または指定管理者が定めた利用料金の額を徴収すること。 

３ 指定管理者は、利用料金を徴収しようとするとき、又は徴収したときは、徴収簿を備え付け、

その都度整理し、常に徴収状況を明確にしておかなければならない。 

４ 指定管理者は、宮城県が前項に規定する徴収簿の閲覧を求めた場合には、特別の事情がない限

り、これに応じなければならない。 

５ 指定管理者は、行為の許可を受けた者から現金を領収したときは、領収書を発行し、その控え

を保管しておかなければならない。 

６ 指定管理者は、行為の許可を受けた者がその責めに帰することが出来ない事由により、その許

可に係る行為をすることができなくなったとき、その他指定管理者が特別の理由があると認める

ときは、利用者に利用料金を返還することができる。 

７ 指定管理者は、公園条例別表第１１に定めるところにより利用料金の全部又は一部を免除した

場合は、その理由、免除した額及び件数を記録しておくものとする。 

８ 指定管理者は、徴収した利用料金を１か月ごとに取りまとめ、月ごとの徴収実績を毎月の業務

報告書に記載するものとする。 

 

 

第８章 利用管理等 

 

 （利用案内） 

第２５ 指定管理者は、公園の利用者に対し、公園の管理上必要と認められる情報を適時適切に案

内すること。 

２ 指定管理者は各種媒体を活用し、広く公園及び周辺施設に関する情報を提供すること。 

３ 指定管理者は、利用者等からの苦情・提言等について、誠意を持って対応すること。 

４ 指定管理者は、公園の管理事務所において、行為許可に付随する都市公園法第６条に基づく占

用許可申請の受付窓口代行業務を行うこと。 

 

（利用指導等） 

第２６ 指定管理者は、公園の保全上又は機能増進のため、次に掲げる事項について、個別又は包

括的に指導等を行うものとする。 

（１）公園内での禁止行為、制限行為の制止のための指導 
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（２）公園施設の正しい使用方法及びルール等に係る指導 

（３）その他公園管理上必要な指導又は調整等 

２ 指定管理者は、前項の業務を実施するため、毎日園内の巡回を行うこと。 

 

 （調査等） 

第２７ 指定管理者は、次に掲げる事項について毎日調査を実施し、管理日誌に記録しなければな

らない。 

（１） 気温・天候等 

（２） 利用者数（概算） 

（３） 駐車場利用台数（概算） 

（４） 参加型運営協議会の構成団体における公園内での活動実績 

２ 指定管理者は、参加型運営協議会杜づくり部会（以下「杜づくり部会」という。）と連携し、

園内の植物の開花動向等の把握に努め、利用者に対し情報提供すること。 

 

 （利用者アンケート等） 

第２８ 指定管理者は、公園の管理運営に役立てるため、定期的にアンケート等を実施して利用者

の満足度、要望等を把握し、その結果、対応策及び対応実績を四半期ごとに取りまとめること。 

 

 

第９章 事故及び自然災害等への対応 

 

 （マニュアルの作成等） 

第２９ 指定管理者は、宮城県及び石巻市の地域防災計画等を参考とし、事故及び災害発生時の対

応マニュアルを作成すること。 

２ 指定管理者は、前項により作成した対応マニュアルにより、定期的に利用者の避難等に係る訓

練を伝承館と連携し実施すること。 

 

 （事故の処理） 

第３０ 指定管理者は、人身事故が発生した場合や急病人その他緊急事態が発生した場合は、負傷

者又は急病人の保護に努め、応急手当を行うほか、救急車の要請等適切な措置を行わなければな

らない。 

２ 指定管理者は、利用者の金品の盗難、紛争等の事件が発生した場合には、所轄の警察署に通報

すること。 

３ 指定管理者は、事故・事件の内容の如何にかかわらず、当事者又は目撃者等から場所、経緯及

び住所、氏名、保護者等を聴取し、原因の究明に努めるとともに、管理運営上、改善が必要と認

められる事項については、速やかに対応しなければならない。 

４ 指定管理者は、事故報告書等により、事故等の顛末を速やかに宮城県に報告しなければならな

い。 

５ 指定管理者は、携帯できる救急医薬品を常備しなければならない。 

 

 （自然災害等発生時の対応） 

第３１ 指定管理者は、石巻市での異常気象発生時（特別警報、大雨警報、洪水警報、高潮警報、

暴風警報、大雪警報、暴風雪警報、津波注意報等の発表等）及び石巻市での震度４以上の地震発

生（北海道・三陸沖後発地震注意情報発信時を含む。）時並びに全国瞬時警報システム（J アラー
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ト）発令時において、利用者への情報提供及び避難誘導等を迅速かつ適切に行うものとする。 

２ 指定管理者は、前項の異常気象及び地震が発生した場合、公園施設の被災状況確認等のため、

園内の巡回点検を行い、その結果を宮城県に速やかに報告すること。 

３ 指定管理者は、第１項の異常気象及び地震が夜間に発生した場合には、公園施設の被災状況確

認等のため、翌朝に園内巡回点検を行い、その結果を宮城県に午前８時３０分までに報告するこ

と。 

 

 

第１０章 その他 

 

 （自主事業の実施） 

第３２ 指定管理者は、宮城県の承認を得て、地域のふれあいの場として、公園を活用した自主事

業を、自己の責任と費用により積極的に行うこと。 

２ 公園の基本理念及び基本方針に沿った事業、伝承館並びに参加型運営協議会及びその構成団体

と連携した事業を積極的に実施すること。 

 

 （ふれあいパークプログラム等ボランティアへの協力） 

第３３ 指定管理者は、ふれあいパークプログラム等ボランティアによる活動に対して積極的に協

力するものとする。 

２ 指定管理者は、ふれあいパークプログラム認定団体数及びボランティア数の拡大を図るため、

積極的に行動すること。 

 

 （資料提供等） 

第３４ 指定管理者は、宮城県が行う公園の利用状況、運営状況等に係る照会及びパンフレット作 

成等に対して積極的に協力すること。 

 

（官民協働事業） 

第３５ 石巻南浜津波復興祈念公園の基本方針のひとつである「多様な主体の参画・協働の場を構

築する」ため、芝生管理工及び樹林地管理の一部を官民協働事業で取り組むものであり、指定管

理者は、市民活動を行っている参加型運営協議会と協議の上で管理範囲の一部を依頼することが

できる。 

２ 参加型運営協議会が行う作業に係る対価については、別記３「石巻南浜津波復興祈念公園官民

協働事業代価表」を参考に算定し、事前に宮城県と協議すること。作業に係る対価については、

指定管理者から参加型運営協議会へ支弁すること。 


